
バンドスコア訴訟 最高裁判決 調査レポート 

– 1 – 

バンドスコア訴訟 最高裁判決の内容・評価・影響 

最二小判令和 8 年 10 月 9 日（令和 6 年(受)第 2078 号 損害賠償請求事件） 

調査レポート 2026 年 10 月 9 日（調査時点：同日 22 時 JST） 

Claude Opus 5.5 

凡例：見出しの【事実】は公表資料・報道で確認した事項、【分析】は本稿の分析・推測を示す。文中の

上付き番号は文末の参考文献に対応する。判決全文は本稿作成時点で未確認であり、最高裁の判旨は報道

に依拠している。 

要旨 

・ 結論：最高裁第二小法廷（三浦守裁判長）は 2026 年 10 月 9 日、上告を棄却した[1,2,3]。著作

権法で保護されないバンドスコアを模倣して無料公開した行為を民法 709 条の不法行為とし、

約 1 億 6900 万円の賠償を命じた東京高裁判決が確定した[2,4]。裁判官 4 人全員一致の意見と

報じられている[4]。 

・ 意義：著作権法で保護されない表現物の利用について、営業上の利益の侵害を理由に最高裁

が民法上の賠償責任を認めたのは初めてと報じられている[3,4]。 

・ 法理：北朝鮮映画事件判決[5]の枠組みは維持された。長期・大量の模倣、採譜コストへのた

だ乗り、原告の売上減少とその認識、公正な競争秩序への悪影響を総合し、「自由競争の範

囲を逸脱した営業妨害」として「特段の事情」を認めた[3,4]。判例変更ではなく、例外の具

体化とみるのが妥当である（分析）。 

・ 評価・影響：フリーライド抑止として評価する実務家の見方がある一方[6,7]、立法で見送ら

れた保護を不法行為で補うことへの批判もある[8,9]。個人の耳コピや演奏動画への直接の影

響は小さいとみられるが、データベース、スクレイピング、AI学習データなど「労力の成果」

をめぐる紛争で援用される可能性がある（分析）。 

1 事件の基本情報 【事実】 

項目 内容 

事件番号 令和 6 年(受)第 2078 号 損害賠償請求事件（上告受理事件）[1] 
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項目 内容 

判決日・法廷 令和 8 年（2026 年）10 月 9 日、第二小法廷（裁判長 三浦守）[1,3] 

結論 上告棄却。原審（一部認容）判決が確定[2,3,10] 

原告（被上告人） 株式会社フェアリー（楽譜出版社）。JASRAC に使用料を支払い、耳コピで採

譜したバンドスコアを販売[3,11] 

被告（上告人ら） 株式会社 GLNET（サイト「GLNET＋」を運営。「U-FRET」も運営）とその

代表取締役ら（一審被告は計 3 名）[8,12] 

第一審 東京地判令和 3 年 9 月 28 日（平成 30 年(ワ)第 19860 号・第 33090 号、民事第

4 部）：請求棄却[1,8,13] 

控訴審 東京高判令和 6 年 6 月 19 日（令和 3 年(ネ)第 4643 号、第 17 民事部）：原判

決一部取消し、1 億 6925 万 5305 円等の支払いを命令[9,14] 

上告審 令和 8 年 9 月 11 日弁論、同年 10 月 9 日判決[2,15,16] 

請求額 5 億円[4,17] 

個別意見 「裁判官 4 人一致の意見」と報道。補足意見・反対意見を伝える報道は見当た

らない（全文未確認）[4] 

 

前提の確認：本件の控訴審は知財高裁ではなく東京高裁（通常部）である[18]。原告は著作権侵

害を主張せず一般不法行為のみを主張していたため、知財専門部ではなく通常部に係属した[7]。 

2 争点の整理 【事実】 

① 著作物性・編曲該当性：争点になっていない。採譜は楽曲を正確に再現する作業で創作的付

加がなく、二次的著作物（編曲）にも当たらないことが前提とされ、原告も著作権侵害を主

張していない。楽曲自体の著作権は管理事業者が管理し、両当事者とも許諾を得ていた[6,7]。

二審は、バンドスコアは著作権法 6 条各号の保護を受ける著作物に該当しないと述べている
[6,9]。 

② 一般不法行為の成否：上告審の唯一の争点。最高裁広報課の事案概要は、上告人らの行為に

北朝鮮映画事件判決のいう「特段の事情」があり、不法行為を構成するといえるか否か、と

整理している[19]。 
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③ 不正競争防止法：確認できた範囲では主張されていない。形態模倣（2 条 1 項 3 号）や営業

秘密などの類型に当てはまらず、日本の不競法には一般条項もないため、民法 709 条のみで

争われたとみられる。 

④ 模倣の事実認定：一審と二審の結論を分けた最大の要因である[14]。 

⑤ 損害額：二審は、被告スコアへのリクエスト数と原告スコアの実売利益を基礎に算定した
[18]。 

3 下級審の経過 【事実】 

3.1 東京地裁（請求棄却） 

耳コピの結果が似ること自体は当然であり、類似だけでは模倣とはいえないとした。そのうえで、

独自表記や明らかな誤りの一致など「独自に採譜すれば一致し得ない表記」の一致を要求し、相

違部分があることを理由に模倣を否定した。北朝鮮映画事件判決には触れず、模倣が認められた

場合に不法行為となるかの判断もしていない[8,14]。 

3.2 東京高裁（逆転・一部認容） 

・ 法理：北朝鮮映画事件判決を引用したうえで、販売目的で採譜されたバンドスコアを無断で

模倣して販売等する行為は、採譜にかかる時間・労力・費用と技能修得へのフリーライドで

あり、営利目的で公正かつ自由な競争秩序を害する手段・態様により市場で競合するととも

に、害意をもって顧客を奪う営業妨害に当たるとして「特段の事情」を認めた。フリーライ

ドを許せば「音楽出版業界そのものが衰退し、音楽文化の発展を阻害する結果になりかねな

い」ことも理由に挙げている[14,18]。 

・ 模倣認定の基準：音高・音価・ハーモニー・リズム・演奏ポジション等の「基本となる演奏

情報」がほぼすべて一致し、それが単一パートでなくスコア全体に及ぶ場合には模倣と認め

る、という基準を示した[18]。 

・ 認定の根拠：誤りの一致、特有表記の一致、一致率 90%超、被告代表者による 608 曲の購入

とそのうち 598 曲の購入当日・翌日以降の公開、採譜者への原告スコアの事前送付などから

組織的模倣を推認し、具体的に主張された 11 曲から 579 曲全体について模倣を認めた[8,20]。 

・ 時系列：原告は平成 30 年 6 月 3 日に被告会社へ公開終了を求める文書を送付し、被告会社

は同月末頃に本件サイトを閉鎖した[21]。 
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4 最高裁判決の判旨 【事実：報道ベース】 

・ 一般論：自由競争の範囲を逸脱して営業上の利益を侵害した場合には不法行為に当たる、と

の判断を示した[2]。 

・ 当てはめ：被告側は少なくとも約 6 年半にわたり 579 曲分を模倣し、バンドスコア制作に要

する多大な負担を免れた。原告の売上が大きく減少した期間もあり、被告は営業の継続に直

接的で重大な悪影響を及ぼすことを認識していた。同様の行為が許されれば、採譜を行う楽

譜出版社は市場で著しく不利な立場に置かれ、公正な競争秩序が害されかねない。以上から

「自由競争の範囲を逸脱して営業を妨害した」と結論づけた[3]。 

・ 産経の報道：模倣版を無料公開して広告収入を得ていた行為を、自由競争の範囲を逸脱して

営業上の利益を侵害するものと認定し、「特段の事情」があるとした[4]。解説記事は、程

度・期間などを総合的に考慮し、著しく不公正な手段で営業の継続を困難にさせる行為とし

て利益侵害を認めたと伝えている[22]。 

・ 排斥された上告人の主張：楽譜を参考・模倣して新たな楽譜を作成・公開するのは通常想定

される利用行為にすぎない、著作権で保護されない以上その利用は原則として自由である、

との主張は退けられた[17]。 

5 北朝鮮映画事件判決との関係 【分析】 

5.1 判例変更ではなく「特段の事情」の具体化 

報道された判旨の構成からみて、最高裁は平成 23 年判決の原則（著作権法が保護しない利用は

原則として不法行為を構成しない）を維持し、例外の中身を「自由競争の範囲を逸脱した営業妨

害」として示したにとどまると読むのが自然である。平成 23 年判決自体も、結論部分で当該利

用は自由競争の範囲を逸脱して営業を妨害するものとはいえないと述べていた[5]。本判決はその

裏側、すなわち逸脱が認められる場合を初めて具体的に示したものと位置づけられる。 

5.2 射程は限定的とみられる 

二審の理由づけと比べると、最高裁は「音楽文化の発展阻害」といった政策的・産業保護的な表

現よりも、行為態様（長期・大量・営利・認識）と原告の営業への影響（売上減少）に重心を置

いた可能性がある。全文を確認するまでは推測にとどまるが、そうであれば射程はかなり絞られ

る。 
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5.3 未解決の論点 

前田哲男氏は、北朝鮮映画事件判決は著作権法 6 条（保護を受ける著作物の範囲）の問題を扱っ

たものであり、2 条 1 項 1 号の定義に当たらない情報とは場面が異なると指摘し、二審は両者を

混同していると批判する。上野達弘教授も、非著作物の利用は平成 23 年判決の射程外と論じて

いるという[7]。最高裁がこの点に触れたかどうかは、報道からは分からない。 

6 評価・評判 【事実：各論者の見解】 

6.1 肯定的評価 

・ 前田哲男氏（弁護士・早稲田大学客員教授）：相関関係説を参考に、①差額説的な損害、②

悪質な行為態様と重大・直接的な影響、③著作権法上の保護と自由のバランスを崩さないこ

と、の 3 点がそろえば「特段の事情」を肯定できるとする枠組みを示しており、結論の方向

性と親和的である[7]。 

・ 長島・大野・常松法律事務所（田島弘基・鐙由暢）：本件と将棋 YouTuber 事件の各判決は、

ビジネスモデルを脅かす保護に値しない者を排除するという「消極的評価」の結果と理解す

べきであり、投下労力が大きいだけでは不法行為は成立しないと整理する[6]。 

・ 窪田法律事務所（加藤ちあき弁理士）：二審判決をかなり踏み込んだものと評価しつつ、安

易に不法行為を認めるべきでないとする考え方と、一般条項がない以上フリーライドは救済

されるべきとする考え方が拮抗していると指摘する[14]。 

・ 報道：時事通信は、表現物の営利目的での二次利用をめぐる他の訴訟に影響を与えそうだと

伝え[3]、産経新聞は、データベースやニュースサイトの見出しをめぐる同種訴訟に影響する

可能性を指摘している[22]。いずれも記者の見通しである。 

6.2 批判的評価 

・ 小泉直樹教授（慶應義塾大学）：楽譜の版面利用について著作権法上の隣接権を新設する案

が審議会で議論され、明確に見送られた経緯を指摘する。楽譜の利用は、著作権法がある利

用行為を許容するという政策決定を明示的に行っている場面に当たり、必ずしも明確でない

「フリーライド」「営業妨害」を理由に不法行為を認めることに疑問を示す[8]。 

・ 根岸裕一氏（日本弁理士会 著作権委員会）：本件の「営業上の利益」は実質的に情報を独

占的に利用する利益であり、著作物の利用による利益と異なるとはいえないと論じる。イン
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センティブ論はそもそも著作権法の正当化根拠であり、司法が不法行為法で保護すれば国家

による過度な介入になりかねないと批判する[9]。 

・ 石井あやか弁護士（骨董通り法律事務所）：安易に一般不法行為を認めると予測可能性が下

がり、本来許される利用まで萎縮させるおそれがあると指摘する[23]。 

6.3 当事者・業界団体・SNS 

・ フェアリー社、被告側代理人、日本楽譜出版協会、JASRAC の判決後の公式声明・プレスリ

リースは確認できなかった。 

・ SNS（X）では判決前から事案を整理する解説投稿が拡散していた[24]。ただし、賛否の傾向

を定量的に示す資料は見当たらない。 

7 影響 【分析】 

7.1 実務（耳コピ・楽譜共有・アプリ・動画） 

・ 個人が自ら耳コピして採譜する行為や、それを演奏・動画化する行為は、本判決の射程外と

みるのが妥当である。判決が問題にしたのは他社スコアの模倣であり、しかも長期・大量・

営利・競合という態様だった。なお、楽曲自体の著作権処理（JASRAC 等の許諾）は従来ど

おり必要である。 

・ 楽譜共有サイト、コード譜・タブ譜サイト、楽譜アプリの事業者にとっては、他社の市販譜

を参照・転記して公開する運用が不法行為リスクとして顕在化した。採譜工程の独立性（採

譜者に他社譜を渡さない、作業記録を残す等）が重要な防御要素になる。二審が誤りや特有

表記の一致から組織的模倣を推認した手法は、今後の立証のモデルとなり得る[18]。 

・ 前田氏は、市販スコア 1 枚を撮影して SNS に投稿する程度では、通常は売上減少という損

害を観念しにくいとしている[7]。小規模・単発の利用まで違法化する判決ではないと考えら

れる。 

7.2 「労力・投資の成果」の保護一般への波及 

・ 棋譜のリアルタイム配信をめぐる将棋 YouTuber 事件では、大阪高判令和 7 年 1 月 30 日、

東京地判令和 7 年 5 月 21 日、東京高判令和 8 年 3 月 12 日がいずれも一般不法行為を認めて

いる[6,22]。下級審ではすでに同じ方向の流れがあり、本判決はそれを最高裁として裏づける

形となる。 
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・ データベース[25]、スポーツデータ[26]、ニュース見出し（ヨミウリ・オンライン事件、知財

高判平成 17 年 10 月 6 日）[22]、スクレイピングしたデータの競合サービスへの転用など、創

作性はないが投資を要する情報の丸ごと・継続的な競合利用では、援用される可能性が高い。 

・ AI 学習データや生成 AI 出力への波及は、現時点では推測の域を出ない。著作権法 30 条の 4

は学習利用を広く許容しており、まさに「著作権法が利用を許容する政策決定」をした領域

である。小泉教授の論理を当てはめると、不法行為による補完には特に慎重であるべき分野

であり、少なくとも学習行為そのものが本判決のいう競合市場での顧客奪取に当たる場面は

限られると考えられる。 

7.3 立法論 

不正競争防止法の一般条項（成果冒用・フリーライド一般を規制する条項）について、経済産業

省の逐条解説は、導入の是非に積極論・消極論の両方があるものの、平成 5 年以降の改正でも旧

法以来の限定列挙主義を維持してきたと説明している[27]。本判決を受けた経産省・文化庁の具

体的な改正の動きは確認できなかった。楽譜版面の隣接権は過去に審議会で見送られている[8]。 

8 実務上の示唆 【分析】 

・ 権利主張側（楽譜・データ事業者）：著作権に頼れない成果物については、許容する利用方

法をガイドライン等で公表し、採譜・収集のコストや売上推移の記録を残す。誤りや特有表

記を意図的に管理する「透かし」的な手法も有効であり、これらは「特段の事情」の立証資

料となる。 

・ 利用側（共有サイト・アプリ事業者）：他社の市販譜やデータベースを制作工程に持ち込ま

ない体制を整え、独自採譜・独自収集の記録を残す。広告収益型で無料提供する競合モデル

は本件の事実関係に最も近く、特に注意を要する。 

・ AI・データ事業者：本判決を根拠に学習行為が直ちに違法となるとは考えにくいが、特定事

業者のデータを丸ごと取り込み競合サービスとして提供する設計は避けるのが賢明である。 

・ 研究者・実務家：判決全文の公表後、①一般論の文言、②2 条 1 項 1 号と 6 条の区別への言

及の有無、③個別意見の有無を確認すべきである。 

9 留意事項（確認できていない点） 

・ 判決全文は未確認：2026 年 10 月 9 日 22 時時点の検索でも、裁判所ウェブサイト上の判決

全文は確認できなかった。判旨は時事・共同・毎日・産経・NHK の報道に依拠しており、
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カギ括弧内には記者による要約が含まれている可能性がある。主文は各報道で「上告棄却」

と一致している。 

・ 小法廷の構成：2026 年夏時点の第二小法廷の構成（高須順一・三浦守・岡村和美・尾島明）

と「4 人一致」の報道から推定したもので、判決文では確認していない[4,28]。 

・ 賠償額の表記：「約 1 億 6900 万円」（時事・産経・NHK）と「約 1 億 7000 万円」（毎日・

窪田法律事務所）は同じ金額の丸め方の違いであり、正確には 1 億 6925 万 5305 円等である
[9]。 

・ 時系列の整合：朝日新聞はサイトが 2018 年に閉鎖されたと報じ[11]、小泉論文は被告代表者

による原告スコアの購入期間を平成 20 年 8 月頃から平成 31 年 4 月頃と記載している[8]。

SOFTIC 判例ゼミ資料の時系列では、本件サイト閉鎖が平成 30 年 6 月末頃、原告スコアの

購入完了が平成 31 年 4 月頃とされており[21]、両者は矛盾しない。 

・ 情報源の制約：時事・毎日・産経の一部記事は本文を自動取得できず、検索結果の抜粋に依

拠した（参考文献に注記）。判決後の当事者・業界団体のコメントは確認できていない。評

価欄の学説はすべて二審判決に対するもので、最高裁判決に対する評釈はまだ出ていない。 
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